
指名競争入札参加者の選定に係る町内業者及び準町内業者の取扱基準 
 
（目的） 
第１条 この基準は、南知多町が指名競争入札で発注する建設工事等において、南知多町建

設工事等における指名業者選定要領第７条第２項に規定する町内業者及び準町内業者と

して取扱うにあたり、必要な要件を明確にすることを目的とする。 
（定義） 
第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 
（１）町内業者とは、南知多町内に建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）

第３条第１項の規定による許可を受けている主たる営業所（本社又は本店。以下「本社」

という。）を有する者で、入札参加資格者名簿に登録された日から１年以上ある者をいう。 
（２）準町内業者とは、常時請負契約を締結する事務所として、南知多町内に法第３条第１

項の規定による許可を受けている従たる営業所（以下「営業所等」という。）を有する者

で、入札参加資格者名簿に登録された日から１年以上ある者をいう。 

（３）前号に規定する常時請負契約を締結する事務所とは、請負契約の見積り、入札、契

約締結など請負契約の締結に係る実体的な行為を行う事務所をいう。 

（要件） 
第３条 町内業者又は準町内業者として取扱うに当たり、必要な要件は、次に掲げる要件と

する。 
（１）事務所は、次の要件を満たすものであること。 

ア 事務等を執り行う机、いすその他の事務用什器及び電話、ファクス等の通信機、

複写機その他の事務用機器が専用で具備されていること。 
イ 事務所の存在を明らかにした看板、表札等が表示されていること。 

（２）営業活動を行い得る人的配置がされていること。 
ア 責任者が存在し常駐していること。 
イ 建設工事にあっては、法で定める専任の技術者が常駐していること。 

（３）本社又は営業所等に常時連絡ができる体制となっていること。 
（４）法人にあっては、南知多町において当該法人に係る町民税の納付義務を有し、未納が

ないこと。 
（５）本社又は営業所等状況報告書（様式第１号。以下「報告書」という。）及び愛知県内

において履行した工事請負実績表（様式第２号。以下「実績表」という。）を入札参加資

格を得た後の最初の４月末日又は４月以降に新たに入札参加資格を得た業者については

翌月末日までに提出していること。 

（６）本社及び営業所等として、入札参加資格を得た日より前２年間指名停止がないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、町内業者及び準町内

業者として取扱わないものとする。 
（１）実態調査を実施した結果、人的な配置がされておらず、配置人員が本社又は営業所等



と兼務になるなど、不在となる状態が判明した場合 

（２）連絡をとった際、常時営業所等が転送電話になっている、全く連絡が取れない、連絡

員の配置のみで単なる取次を行っている等、業務に支障をきたす場合 
（３）第４条の実態調査に協力しない場合 
（実態調査） 
第４条 南知多町長は、報告書に基づき、必要に応じて実態調査を行うことができる。 
２ 実態調査は、報告書の項目に基づき現地確認等の方法で行う。 
３ 実態調査の結果、報告書の内容と実態に相違がある場合については、必要な改善指導を

行うとともに報告を求め、再度実態調査を行う。 
（選定期間） 

第５条 新たに入札参加資格を得た業者は、１年間信用度（報道機関による情報収集、指名

停止の有無、他市町村の落札状況及び法令遵守等）の調査を行う。 
２ 報告書及び実績表の提出により、必要な要件が確認された場合（新たに入札参加資格を

得た業者においては 1 年間の信用度調査後）は、町内業者又は準町内業者として取り扱う。 

 

 附 則 
１ この基準は、平成 30 年４月１日から施行する。 



様式第１号  
                           平成  年  月  日 
 
             本社又は営業所等状況報告書 
 
 南知多町長 様                   
               本社の      
               所在地                     
               商号・名称                   
            代 表 者 の 職 ・ 氏 名           印    

電話番号                    
               営業所等の 
               所在地 南知多町大字              
               商号・名称                   
               代表者の職・氏名                印 
               電話番号                
下記のとおり報告します。 
事

務

所

の

概

要 

事務所形態 
□専用事務所 □住居併用 □その他（        ）

社名が入っている看板を設置しているか（有 ・ 無） 

事務所什器 

事務机・椅子（   組）、電話（転送不可）（  台）、 
ＦＡＸ（   台）、複写機（  台）、パソコン（   台）

プリンタ（   台）、書庫（キャビネット）（   個）

その他（                     ）

職

員 

本社及び営業所等に

常勤する職員 
本社     人 うち、南知多町に住所を有する者  人 
営業所等   人 うち、南知多町に住所を有する者  人 

本 社 専 任 技 術 者  
営業所等専任技術者 氏名 （                  ） 

建

設

業

の

許

可

関

係 

契約を締結する本社

又は営業所等所在地 南知多町大字 

建設業の許可 
（営業所） 有 ・ 無 

許可番号等 許可番号          
許可年月日    年  月  日 

許可を受けた業種  

希望する業種  

本社及び営業所等の指名

停止の有無 （過去２年間）  有 ・ 無 

法人設立（開設）・異動変

更申告書  提出済み（   年  月  日）・ 未提出 

上記、記載内容は事実と相違ないことを誓約します。 



様式第２号

発注者 工事名 業種区分 工事場所 契約期間 契約の形態 契約価格 備考

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

平成 年 月 日
～平成 年 月 日

□一般競争入札 □事後審査型一般競争入札
□指名競争入札 □随意契約

円

※建設業の許可があり、希望する工事の実績を記入して下さい。

工事請負実績表

期間 平成 年 月 日から平成 年 月 日

（公共工事用）



様式第２号 （一般用）

工事名 業種区分 工事場所 工 期 契約金額 備考

1
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

2
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

3
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

4
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

5
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

6
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

7
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

8
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

9
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

10
平成 年 月 日

～平成 年 月 日
円

※建設業の許可があり、希望する工事の実績を記入して下さい。

工事請負実績表

期間 平成 年 月 日から平成 年 月 日


